短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）就業規則作成マニュアル


第４章  労働時間、休憩及び休日

（労働時間及び休憩）

第９条  労働時間は毎月○○日を起算とする１ヵ月単位の変形労働時間制を採用し、１週の労働時間は１ヵ月を平均して４０時間以内とし、始業及び終業の時刻並びに休憩時間は次のとおりとし、労働契約を結ぶときに各人別に定める。

	勤 務
	始業時間
	終業時間
	休憩時間

	Ａ 班
	  ８：３０
	１２：００
	１０：００～１０：１０

	Ｂ 班
	１３：００
	１７：３０
	１５：００～１５：１０


２  短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）の勤務時間、勤務の組み合わせの割り振りは、起算日の１週間前までに勤務表を作成して掲示する。

３  本条第１項、第２項の規定にかかわらず、業務の都合その他やむを得ない事情により始業及び終業の時刻並びに休憩時間を繰り上げ、又は繰下げることがある。

４  休憩時間は、自由に利用することができる。

（休日）

第10条  休日については、社員と同様の取り扱いをする。

（休日の振替）

第11条  前条の休日については、業務の都合により必要やむを得ない場合はあらかじめ他の日と振り替えることがある。ただし、休日は４週間を通じ８日を下回らないものとする。

（時間外・休日労働）

第12条  会社は、第９条で定める労働時間を超えて労働させ、また第10条で定める休日に労働させないものとする。

２  前項の規定にかかわらず、業務の都合上、やむを得ない場合には、社員の所定労働時間を超えない範囲内で労働させることがある。

◆解 説◆

労働時間の考え方は、短時間労働者（パートタイム労働者）といえども、基本的には正規社員と変わることはありません。正規社員との違いといえば、勤務時間が短いということぐらいです。あとの法的な運用は全く同じなのです。

  さて、労働時間の概念、つまりどこからどこまでが労働時間とされるのか？あなたはご存知ですか？

  わかりやすく言えば、使用者の指揮命令下にあり、労働者が労務を提供している時間を労働時間というわけです。

法的には「どこからどこまで」とは規定されていません。だからこそ、就業規則の中で明確にしておく必要があるのです。

  さて、労働時間には法定労働時間と所定労働時間があります。

  法定労働時間とは、労働基準法で定められている労働時間のことで、休憩時間を除いた１日８時間１週４０時間となっています。

  所定労働時間とは会社の始業から終業までの勤務時間から、休憩時間を引いたもので、結果的には法定労働時間と同じ意味になっています。

  労基法は、労働者の最低限の労働基準を保証する役割があります。労基法で定められている以上、どの会社もここに記載される所定労働時間は１日８時間を超えることは出来ません。仮に、業務の特性上１日１０時間が最低でも必要な場合は、所定労働時間を１日８時間・１週４０時間として、それ以上は時間外労働ということにしなければいけません。

  また、所定労働時間は１日８時間以内であれば、例えば、始業時刻と終業時刻から休憩時間を引いたものが７時間であったとしても、これは労基法上問題はありません。８時間を超えなければ良いのです。

  したがって、所定労働時間というのは、労基法の範囲内で会社が決める労働時間＝勤務時間のことを言うのです。これを超える労働時間は「時間外労働」ということになります。

  さきほど、１日の労働時間は７時間でも問題はないと言いました。この場合、所定労働時間が７時間ですが、１時間の残業をさせた場合、この１時間に対して割増手当が必要なのかどうかの疑問が残ります。

  あなたはどちらだと思いますか？

  割増手当が必要ですか？ 不必要ですか？ また、その根拠は？

  この場合、割増手当は必要ありません。

  労基法で定める法定労働時間は、１日８時間・１週４０時間でしたね。これ以上労働させた場合は割増賃金が必要だと言いました。先の会社は、所定労働時間がそれを１時間下回っています。この１時間の残業は、法定労働時間内の残業ということで「法内残業」と呼ばれ、時間外割増の必要はないのです。

  話を休憩へ進めましょう。

  終業規則には、始業時刻・休憩時間・終業時刻の3つについて、必ず明記する必要があります。

  休憩時間については、労基法では次のように定められています。

      労働時間が

６時間を超える場合は  ４５分 以上

８時間を超える場合は  １時間 以上

  ここで、２つのことが気にかかります。

  一つは、「６時間以下の場合はどうすればいいのか？」と言うことです。

  労働時間が６時間を超えなければ、法的には休憩時間を与える必要はないのです。したがって、労働時間が６時間であれば休憩は必要ありません。

  以前、とある店先で主婦同志の会話を小耳にしました。

「お昼ご飯が二時半頃になるから、夕ご飯の時に何か食欲がなくて…、その分遅くになってお腹がすくから、最近肥えてきたみたい」「なんでお昼が二時半なんかになるの？早いうちにチャンと食べればいいのに」

「だって、朝、子供と主人を送り出した後、スーパー○○で八時半から二時までパートでしょ、帰ってきたら二時半頃になるのよ」

「途中、休憩なんかはないの？」

「パート（短時間）だから休憩なしで最後（二時）までなの」

  まぁちょっと可哀相な気もしますが、法的にはこれで問題はないのです。

  さて、二つ目の疑問は「労働時間が８時間を超えて、例えば1４時間になった場合どうすればいいのだろうか？」と言うことです。

  すなわち、８時間を超えてプラス６時間労働するわけだから、休憩時間を１時間４５分以上を与えなければならないのかどうかという疑問です。

  答えは、１時間以上であればよいということになっています。

  次に、休憩時間の過ごし方について。

  労基法では「自由利用の原則」と「一斉休憩の原則」を設けています。

  「自由利用の原則」とは、使用者に対して「労働者には休憩時間を自由に過ごさせなさい」ということです。

  ただし、一部制限が加えられています。何でもかんでも「自由」ではありません。

  まず、自由利用と言っても、あくまでも「事業場内の自由利用」という意味であり、外出時には使用者の許可が必要となります。

  また、他の労働者の休憩の妨げになる行為や、職場の秩序を乱したりする行為等は当然制限されることになり、無断の政治集会や労働組合の集会などについても制限を受けるのです。

  続いて「一斉休暇の原則」とは、使用者は「全労働者に対して一斉に休憩時間を与えなさい」という意味です

  ただし、一部の例外が認められています。

    ①一斉休憩の原則が適用除外とされている事業

    ②労使協定を結び、一斉に休憩しないことにした事業場

  ②については、以前は所轄労働基準監督署長から一斉休憩除外の許可をもらう必要がありましたが、本年改正され労使協定を結べば例外として一斉休憩をしなくてもよくなりました。なお、この労使協定書は所轄労働基準監督署長に届ける必要はありません。

  休日の考え方について解説します。

  休日には、法定休日と会社休日の２種類があります。

  労基法では週１日もしくは４週に４日以上の休日を与えなければならないと定めています。このことを法定休日といいます。

  会社休日とは、法定休日以外に会社が決める休日のことで、いつにするかは任意です。

  ですから「法定休日と会社休日とを、あらかじめ区別しておく必要が生じるかどうか」を疑問に感じられる方も少なくないと思います。実際、法的には区別する必要はありません。

  週休２日制の場合、土日のいずれかが法定休日であり、残りが会社休日という認識になります。

  ここでは日曜日を法定休日としていますが、わかりやすいと言う意味でそのようにしました。

  そう言う意味で考えれば、土曜日は会社休日ということになり、同じく、国民の祝日・年末年始・夏季休日・その他会社が指定する日は、すべて会社休日となるのです。

  注意が必要なのは、会社休日と法定休日では労働させた場合、その取扱いに差が出てくると言うことです。法定休日に労働させた場合は、いわゆる休日労働ということになり、割り増し賃金の支払いが必要です。この場合、３５％増以上となります。

  一方、会社休日に労働させた場合、１日８時間・１週４０時間を超えている部分については２５％増以上の賃金の支払いが必要です。

  この場合にも「土曜日は休日労働だから３５％増以上の支払いが必要だ」と勘違いしている方をよく見かけます。もう、おわかりですね！この場合の土曜日は会社休日です。休日の割増賃金３５％以上を支払う必要はありません。通常の時間外割増の２５％以上であれば良いのです。

  覚えておいてほしいのですが、就業規則は「職場の憲法」足るべきものです。ですから、一旦中味を決めてスタートしてしまうと、変更する場合には変更の手続きが必要です。仮に、労働者にとって従来よりも「不利益」な変更となる場合、使用者の勝手で変更する事は出来ないのです。「不利益変更」は法的に制約を受けるのです。

  何が言いたいかというと、ここでは「年末・年始」について具体的に「いつ～いつまで」と記載するようになっていますね。一旦決めてしまうと、これを遵守しなければなりません。少し大げさですが、「不利益変更」となるような場合ややこしいことになる訳です。したがって、あまり細々と書かず「年末・年始の休暇」と言う表現に止めておいた方が運用しやすいと思います。（参考までに）

  さあ、休日については、もうご理解されましたね。以上のような理解をしていれば前述のように、あまり細々と記載する必要はないかもしれません。

    労働者を休日に労働させる場合、その労働日の代わりに休みを与える形態として「振休」と「代休」の２種類があります。大切な運用ですので少し解説しておきたいと思います。

振休と代休の違いは、簡単に言えば「休日の割増手当」（＝３割５部以上）が必要かどうかの違いと考えてよいでしょう。振休には「休日の割増手当」は必要ありませんが、代休の場合は必要となります。

  振休とは、休日に労働してもらう前に、あらかじめ代わりの休日を特定しておく場合を言います。あらかじめということですから、遅くとも前日の終業時までに特定する必要がありますね。一方、代休とは、あらかじめ代わりの休日特定せずに休日労働を行う場合を言うわけです。この場合には、「休日の割増手当」（＝３割５部以上）が必要です。

  さて、振休と代休の違いはわかったとして、振休の場合には「代わりの休日」をいつまでに取らせる必要があるのかと言う疑問が残ります。

結論的に言えば「同一賃金締切期間内」と覚えておいてください。要するに、同一賃金締切期間を超えての「代わりの休日」は振休とはならないということです。振休とならなければ「休日の割増手当」（＝３割５部以上）が必要となります。

続いて、時間外労働と休日労働について解説します。ここは、みなさんのご認識以上に非常に大切なところです。

  時間外労働や休日労働をさせる場合、まず、時間外労働と休日労働に関する労使間での「３６協定」が必要です。

  労基法第３６条に「時間外及び休日の労働については、労使間の書面による協定が必要」との記載があるため、「３６協定」と呼んでいます。

  これは、法令に則った義務規定で、会社として法令違反の謗りを受けないために必要となります。簡単に言えば「刑事罰」を回避するために必要なものなのです。取り交わされた「協定書」は、所轄労働基準監督署長への届出が必要です。

  さて、使用者の残業要請に対し、労働者が残業を断った場合や残業を全くしない場合を想定して下さい。この従業員を「処罰」の対象と出来るのでしょうか？

  この際に重要なことは２つです。

  一つは「３６協定」を取り交わしていること。そして、就業規則の条文に「時間外労働や休日労働することがありますよ」と記載しておくことです。

  「３６協定」とともに、就業規則に時間外労働や休日労働に関する条文を設けていないと、時間外労働や休日労働をさせることはできないのです。

  さきほどもお話したように、「３６協定」は法人として労基法上の刑事罰を回避するために必要ですが、就業規則や雇用契約に「時間外労働や休日労働することがありますよ」と記載しておくと、労働者と使用者の契約としての効力が発生し、労働者はむやみにこれを拒否する事は出来なくなるのです。

  逆に考えれば、就業規則や雇用契約に、時間外労働や休日労働について記載されていなければ、労働者はこれに応じる必要はないと言えます。

  残業を断ったり、全くしない従業員に対しては、以上のような事に十分留意して向き合ってください。

  時間外労働や休日労働については、通常はこの条文の通りで実務上は問題ないでしょう。ただし、「３６協定」はしっかりとお願いします。これは、短時間労働者（パートタイム労働者）についても正規社員と全く々考え方で結構です。

  最後に、労基法では18歳未満の者については、時間外労働や休日労働及び深夜労働を禁じています。18歳未満の者の取扱いには十分注意してください。

  また、女性労働者についても「激変緩和措置」がとられています。簡単に言えば、

1 小学校入学前の子供の育児を行う女性

2 家族の介護を行う女性

3 妊産婦（産前、産後を含む）

については、18歳未満の者と同様に、時間外労働や休日労働及び深夜労働を禁じたり、通常よりも厳しい規制が適用されると言うことです。

  ですから、①～③の女性と18歳未満の者については、「時間外労働や休日労働及び深夜労働が禁じられている」と覚えておいた方が良いでしょう。
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